



















































































































































［1］JolmZys血an and Laura Tyson　41JlericanlndustryinInternational CoTlpetitioガ
1983（邦訳F日米産業競争の潮流j）
［2］意ichael L．Dertouzos et a1．41adein AAerica”1989（邦訳FIadein A皿erica』）
［3］Daniel Roos et al，－The Xachine that changed the Torld’1990
（邦訳Fリーン生産方式が世界の自動車産業をこう変える』）
［4］KiJIB．Clark and Takahiro Fuji丑OtO　－product Developbent Perfor血anCe’1991
（邦訳F製品開発力j）









































粗 ．銅 生 産 シ ェ ア
％
国 民 l 人
当 りk g ／人
輸 出 量 シ ェ ア
％






日　　　　　　 本 1 1 ，0 3 4 1 4 ．3 8 9 3 1 ，9 8 8 1 2 ．1 7 2 5 4 ．2
ア　　 メ　 リ　　 カ 8 ．8 6 6 1 1 ．5 3 5 5 4 1 5 2 ．5 1 ，5 7 1 9 ．2
西　 ド　 イ　　 ツ 3 ，8 4 3 5 ．0 6 0 8 1 ．9 8 8
（6 2 8 ）
1 2 ．1 1 ．5 1 1
（3 2 4 ）
8 ．9
要 イ　　 タ　 リ　　 ア 2 ．5 4 4 3 ．3 4 4 1 7 7 2
（2 1 7 ）
4 ．7 1 ，0 2 4
（3 3 5 ）
6 ．0
鉄 8 フ　　 ラ　　 ン　　 ス 1 ，9 0 2 2 ．5 3 3 7 1 ，1 4 9
（2 8 1 ）
6 7 4
（2 0 7 ）
7 ．0 9 9 0
（ 5 6 ）
5 5 0







イ　　 ギ　 リ　　 ス 1 ．7 9 1 2 ．3 3 1 2 4 ．1 3 ．2
ベ ネ　 ル　 ッ ク　 ス 1 ，4 9 5 1 ．9 5 1 6 1 ．4 0 1
（2 8 4 ）
8 ．5 4 7 0
（ 6 5 ）
2 ．8
国 カ　　　 ナ　　　 ダ 1 ，2 1 0 1 ．6 4 5 6 3 9 9 2 ．4 2 6 3 1 ．5
計 3 2 ，6 8 5 4 2 ．5 5 0 7 8 ，7 8 6
（4 ．4 1 9 ）
5 3 ．3 7 ，1 0 4
（3 ，4 3 4 ）
4 1 ．6
合　　　　　 計 3 5 ，2 0 9 4 5 ．7 4 8 9 9 ，9 3 5
（5 ，3 1 1 ）
6 0 ．3 7 ，8 9 8
（3 ，7 7 3 ）
4 6 ．3
中 主 韓　　　　　　 回 2 ．3 1 3 3 ．0 5 4 1 7 3 5 4 ．5 3 8 0 2 ．2
進 要 ブ　 ラ　　 ジ　 ル 2 ，0 5 8 2 ．7 1 3 7 1 ．0 7 7 6 ．5 2 0 0 ．1








ス　 ペ　 イ　　 ン 1 ，2 7 1 1 ．7 3 2 6 3 5 7
（1 5 2 ）
2 ．2 3 1 7
（ 4 5 ）
1 ．9
計 7 ，1 2 9 9 ．3 6 7 2 ，1 9 1
（1 ，9 8 6 ）
1 3 ．3 9 1 2
（6 4 0 ）
5 ．3
合　　　　　 計 9 ，6 5 3 1 2 ．5 7 9 2 ．7 1 0
（2 ，5 0 5 ）
1 6 ．4 1 ，6 2 4
（1 ，3 5 2 ）
9 ．5
旧 主
ソ　　　　　　 連 1 5 ，3 9 3 2 0 ．0 5 3 2 5 2 7 3 ．2 1 ，0 2 0 6 ．0
共 要 中　　　　　　 国 6 ．7 2 4 8 ．7 5 9 5 0 0 ．3 7 0 0 4 ．1





ポ　 　ー ラ　 ン　 ド 1 ，3 5 5 1 ．8 3 5 5 2 4 0 1 ．5 1 2 0 0 ．7
カ ル　 　ー マ　 ニ　 ア 1 ，1 0 0 1 ．4 4 7 4 3 0 0 1 ．8 1 2 0 0 ．7
国 計 2 6 ，0 5 3 3 3 ．9 1 7 3 1 ．4 9 7 9 ．1 1 ．9 9 3 1 1 ．7
合　　　　　 計 2 7 ，5 5 2 3 5 ．8 1 7 7 2 ．0 3 3 1 2 ．3 2 ，5 7 0 1 5 ．1
そ の 他 製 鉄 図 4 2 カ 国 4 ，5 4 8 5 ．9 4 0 1 ，7 9 9
（1 ．6 4 8 ）
1 0 ．9 4 ，9 7 2
（4 ，6 1 1 ）
2 9 ．1
世 界 7 0 カ 国 計 7 6 ，9 6 2 1 0 0 ．0 1 5 0 1 6 ，4 7 7
（1 1 ，4 9 7 ）
1 0 0 ．0 1 7 ，0 6 4
（1 2 ，3 0 6 ）










































用 途 部 門 別 8 5 86 87 88 89 9 0 g l
建　　　 設　　　 用 l l′69 1 12 ．5 30 14 ．6 34 16 ．0 76 17 ．6 I2 I9 ．16 5 18 ′6 78
産　 業　 機　 械　 用 2 ．678 2 ，2 35 Z ′4 78 3 ′0 47 3 ′46 6 3 ，82 8 3 ．6 17
電　 気　 機　 械　 用 2 ′627 2 ．3 18 2 ′4 52 2 ．9 I7 3 ，I4 5 3 ．25 2 3 ′3 78
家 庭 用 ・業 務 用 棲 器 8 97 7 80 83 1 I′04 3 I．18 5 L Z0 1 I．15 0
船　　　 舶　　　 用 3 ′3 17 2 ．日 4 I ．8 I5 I ．99 5 2 ，43 2 2 ．73 4 2 ．74 6
自　　 動　　 車　　 用 12 ．0 38 l l．14 6 Il ．6 4 6 13 ．2 8 7 14 ，35 0 15 ．0 5 0 14 ，74 1
鉄　 道　 車　 両　 用 66 5 7 58 7 5 7 6 80 7 7
容　　　 器　　　 用 2 ．0 7 1 l′936 2 ．0 88 2 ，156 2 ，3 2 6 2 ．3 86 2 ．4 0 7
次　　 工　　 程　　 用 5 ．40 6 5 ′982 6 ．2 88 7 ，2 0 1 7 ．4 3 7 7 ．6 44 7 ．5 4 l
そ　　　 の　　　 他 4 74 3 92 4 33 4 94 5 02 4 92 4 6 1
販　 売　 業　 者　 向 17 ．05 2 17 ′28 I 19 ，7 652 ㌧ 2 48 2 3 ，7 06 2 5 ′58 0 2 4 ．4 12






































































































































































































































































































［15］Leonard r．Lynn‘Ⅲ0▼JapanIJlnOVateS：A CoJlparison Yith the U．S．in the Case
Of Oxygen SteelJLaking”1982
（邦訳Fイノベーションの本質一鉄鋼技術導入プロセスの日米比較』）
［16］JohlZyslan and Laura Tysoz）‘A血ericanIndustryinInternational Co岬etition
：Governnent Policies and Corporate Strategies”1983
（邦訳F日米産業競争の潮流一経済摩擦の政治経済学」）











































































































1986 19871988 1989 1990 1991
投資額（鐘円／年）
研究開発 57 49 69 48 81 136
設備更新 18 38 60 25 112 186
省エネ化 92 47 71 41 32 30
省力化 121112 212 343 312 483
1 工場当り人数（人／年）
間接部門従業員数 209 224 228 231 231 229



























1982 1983 1984 19851986 19871988 1989 1990 1991
14，600 14，000 14，300 14，200 14，000 13，500 12，600 12，100 12．000 12，000
































製品項 目 （10鮭円） 生産 額 中間 経 費 素 付 加価 値
セ メ ン ト 785 ．1 560．2224 ．9
生 コン ク リー ト 1830 ．0 1343 ．2 486．8








































































































ボ トル ネ ッ ク／ 解 決 す べ き 技 術 的 課 題 左樹 の 課 題 を解 決す るた めの 具体 的 方 向
試　 作 商　 用
256M 1998 40ns 0．2 〝・プ ロダ ク．シ ョンアフ イニテ ィを ここまで 伸 ばせ るか どうか。
1999 ・電 源電圧 の問 題 （現 在 と同 じ電圧 で ここまで 描小 す ると．ホ ッ トエ レク トロ ン等． 種 々の問 題が 発生 す る）。
・電 源電圧 を下 げ るとい う合意が 広が る必 要が あ る。
・ユ キ シマで行 け るか． X 捜．電 子 ビー ムに移 らざ るを得 ないか の分か れ 巨。 多分， 両方 と も使わ ず に済む ので は
ないか。 も し使わ ざるを得 ない とす る と．過 去の 技術進歩 の トレン ドにのせ る ことがで きず ． こ こまでの ベー ス
で 製 品を提 供で きるか どうか 分か らな い。
1995 2∞ 1 40ns 0．3 〟・リソグラ フィ （′くター ン精度 ．合 わせ精度 ） ・X 線 （S O R ） リソグラ フ ィ．新 ア ライ メ ン ト構造 の
一lt．一　　l1996 2∝氾 60rlS 0．2 11・ トラン ジスタ耐圧． 信頼性 （現 在の L D D 構 造 は ダメ） 開 発
・配線 材料 の マイ グ レー シ ョン （Al．Cu はタ メ） ・高 傾斜イオ ン注 入 トラ ンジスタ
・メモ リセル （棟息　 キ ャパ シタ） ・新配線 材料 の探索
・Tl201 キ ャパ シタ
1995 2005 く100
nS
0．2 〃 ・リソグラ フィ
（エ キ シマ レーザ等 に代わ る光源 の開 発 ）
・S O R リソ グラフ ィ
l G 2001 0．15 〝・Phys ics．デバ イ スの動 作原理 が問題 に な って くる。・S O I ． S I M O X 等 はキ ャ リアの モ ビ リテ ィを落 と
2∝陀 ・ス タンバイ の時に もエネル ギーを 消費す る現 像が 起 こ さずに動作 させ る ことが で き る。
って くる。 ・S O T が一 つの 突破 口になれ ば I G D R A M の 実現性
・On－O rrの区別が 鈍 くな る結 果．動 作電圧 が高 くす る必が 出て くる。
要 が 生 じる。
・10佳 個のデ バ イスを協調的 に動か す こ とが 難 しくな っ
て くる。
・デバ イスの動 作原理 に立 ち焙 った研究 が 必要
2C朋 2∝I5 40ns 0．2 11・リソグ ラフ ィ （バ ター ン精 度． 合わせ 精度 ）
2∝I2 2∝汀 50rlS 0．15 〟・トラ ンジス タ耐圧． 信頼性 （現在 の L D D 構造 は ダメ）
・配線 材料の マ イグ レー シ ョン （朋 ．Cu は ダ メ）
・メ モ リセ ル （構造 ，キ ャパ シタ）
・発熱
・高濃 度化 に よるバ ン ド問 トンネル
・素子 特性 の続計的 ゆ らぎ
2（X氾 2015 ＜1∞ 0．11題 ・リソグラ フィ ・S O R 縮 小投 影
nS ・皇 子効 果 ・熱雑 音の回避 ・低 温動作化
表4－1．シリコンDRAMの将来動向（続き）
シリコンDRAMの将来動向（1／2）




ボ トル ネ ック ／ 解 決 す べ き 技 術 的 課 題
′
左棚 の 課 題 を 解 決 す るた め の 具体 的 方 向
試　 作 商　 用
4 M 1986 1989 80ns 0．8 11・サ ブ ミクロ ンプ ロセスが生 産 ライ ンと して一貫 プ ロセ ・基 本的 に過 去 の延 長線上 で技 術 が整え られ た。
1990 スを組む に足 りるか どうか 。 ・g 採 ステ ッパ 技術 ． それに連 なる リソ グラフ ィ応用 。
1989
（第 1 世 代）
1990





・リソグラフ ィ技術 （初 めて サ ブ ミクロ ン領域 に突入 ）
・メモ リセ ルの立 体構 造化 （トレンチ， ス タ ック）
1990 ＜100
nS
0．8 11 ・リソグラフ ィ
・マ スクアラ イメ ン ト
・ク リー ン化 （水．空 気 ）
・g 按の縮 小投 影
16 M 1987 1992 60ns 0．5 1l・リソグラフ ィの光 源を i線 にす べ きか g 鰍 こす べ きかの議論 が あろ う。 い ずれ に して もエキ シマ レーザを 使用す
19g3 るところまで は行 かず． i 線で 行け るで あ ろ う。但 し．将 来の技 術確立 の ため に第二 世 代でエ キ シマ レー ザを使
う可能性 はあ る。
・キ ャパ シタの方式 の検討 （ス タ ックか トレンチか ）。ひ とこ ろに比 べ る と トレ ンチ に対す る現 実的 な困龍が 法菰
されつつ あ る。





・チ ップサ イ ズが 4 M に比 べ 1．5 倍に な る。 ・ウ ェハの大 口径 化 （8 イ ンチ ）
（第 1 世代 ） ・量産化技 術確立 ・i 線 ない し g 根 で行 け る。
1993・－1994
（第 2 世代 ）




64 M 1990 1995 50ns 0．3 〃・エ レメ ンタルな レベ ルで各婁土が 技術 を 開発 して い る段階
1996 ・i線 で行 けるか ど うか ．エ キ シマ レー ザ に本 格的 に移 ろか どうかの分 かれ 呂にな る。
・エ キ シマ レーザ の信頼 性に よ る （オ ー バオ ール に リソグラ フィ用光源 と して 使用 に耐 え る安 定性 を出 せ るか否か ）




0．35 〟・メモ リセル （容量 値 ） ＞20rF） ・トレンチ ・ス タ ック型 メモ リセルの 開発。 新 スタ ック
メモ リセ ルの 開 発。 T3－0． キ ャパ シ タの開 発 （窒素
騒 ．酸 化膜で も行 け るか も知 れな い。で き るだけ新 し
い材料 は使 いた くな い）
1990 1998 ＜1∞
nS













ra Clean Technologyが必要となっている。これは、Ultra Clean Surface，Ultra Clean


































































































































ノヾ ソ ケ ー ジ ン グ
6．チッ1検査 直流特性評価
7．特性 評価 交流特性評価










































































一／ 巨亘重訂 ／ 頂 処理
CV D
ト バエッチ　 轄 上 ／ ／ ／ 範 ラグ
1









横型炉　　 縦型炉 ＋上／上　　 牧葉炉 ＿／ 回 1 等号
l
炉体7 品 紅 ツナ）　 R TA（牧葉）
I
製造 黄道 ⊥／　 上牧　　 葉　　 化
マ　ル　チ　化．
単能バッチ式 ⊥／上　　　 牧壷化　　　 マルチ化
出典：新田（1992）
－43－
題がある。
（3）．ホットキャリア注入による劣化
チャネルを流れるキャリアがドレイン空乏層内で加速されると、結晶格子との衝突でホ
ットな電子正孔対を発生することがある。これをドレインアバランシェホットキャリアと
呼ぶ。これは、Si－SiO2界面の電位障壁を越え、ゲート酸化膜中に捕獲されたりする。ホ
ットキャリアは、基本的にチャネル内の電界が高くなるに従って発生しやすくなるので、
電源電圧を下げることが対策と考えられる。例えば多くのI C，LSIの動作電圧は5Yで
あるが、近年3．3Vとする素子が増えている。これは、消費電力の削減だけでなく、発熱に
よる熱暴走による誤動作、さらにこのようなチャネル内の電界の低減の意味もある。
しかし、動作電圧の低下は、動作温度によっては熱雑音による影善を受けやすくなり、
誤動作につながる危険性を増すことになる。そこで、1．5　〝血から0．7　′l血ルールのデバ
イスでは、動作電圧を5Vのままドレイン電界を低下させる工夫がなされはじめた。例えば、
ドレイン側の不純物分布プロファイルを制御するLDD（Lightly Doped Drain）技術と呼
ばれるものがある。これらをドレインエンジニアリングと呼ぶ。
また、微細化が進むに連れ問題となったものに、ソフトエラーやエレクトロマイグレー
ションを上げることができる。前者はデバイスパッケージ中の橿微量の放射性同位体から
出るα線が誤動作を引き起こす現象であり、後者は配線を流れる電子流のために配線中の
金属原子が移動し、配線中にボイドやヒロックが発生する現象である。
以上の問題点は、基本的にアナログ回路としての問題点であるが、その範囲では以上の
ように何らかの対策技術が開発されてきた。256工bitI胤はで必要と予想される0．2　〝皿ル
ールまでは、アナログ回路技術の対策で対応ができるが、リソグラフィには先のエキシマ
レーザで可能か、Ⅹ線あるいは電子ビーム露光技術が必要かどうかの分かれ道と予想され
ている［2］。しかし、そのさらに次世代の1GbitDRA工では0．1J川ルールが必要となり、
ここで電子が粒子として振る舞い得る限界に達する。これはまさに物理的限界であり、デ
バイスの動作解析もアナログではなく量子論的振る舞いとして取り扱わねばならなくなる。
これらを量子効果デバイスと呼び、まだ概念設計の段階であって実用化には今後相当な時
間と研究が必要とされているが、そのような原子レベルでのデバイス製造の要素技術には、
すでに開発済みのものがある［8］。これらは、量子効果デバイスのためだけでなく、先の
64着bitDRAlや2561bitl）RAJのようなアナログ集積回路の製造のためにも利用できるものと
考えられる。
－44－
しかし、さらなる高集積化を行うための対策技術は必ずしも量子効果のみではない。以
下に、アナログ技術の延長で集積化を高める技術として期待される多層集穂技術に触れて
おく。
4．3．2．多層集模技術について［9］［10］
集積回路を多層化すれば、同じ0．4〝おルールでもそれだけ集積度を高められることは
当然であるが、しかし先に述べたよう単層デバイスそのものが決して平面のみで構成され
ているわけではないため、決して容易なものではない。ことに、各層の張り合わせ技術と
素子の垂直方向の分離技術は難しい。
しかし、近年前者、ウェハーの張り合わせ技術も、後者の絶縁層埋め込み技術（SIM
OX）とも基盤構成技術となりつつある［9］。SIMOX技術の歴史は古く、1966年に松
下電器がSiに酸素を注入してSiO2膜を作成した後、1978年にはSIMOX技術でCMOS
リング発振器の試作を行っている。張り合わせSOI基盤上に実際にLSIを試作した例
として、1987年の64kDRA量に始まり、1989年には256kbitC意OS－S臥Tが上げられる。後者の
SRA量は、DRA意に比べはぼ集穏度が1／4になることから、SOI基盤の技術レベルはかなり
高まったことがわかる。
米国でもTI、モトローラ、MITをはじめ研究が盛んに行われており、ヨーロッパで
も英、独、ベルギー等で基礎から研究を行っている。このように、日本以上に欧米ではS
IMOX技術のプロジェクトは盛んである［9］。
興味深い点は、電子工業振興協会［10］が1991年に技術者に対して行ったアンケートであ
る。ここで、SOIは近い将来CMOSの高速化・高集積化に必要との認識が行き渡って
おり、その必要性が0．21川ルール以下の次世代技術の場合と、0．5　〝血～0．25〝ふルー
ルの領域に分化している点であろう。すなわち、多層化技術には0．2〝量　という先に述べ
た従来技術改良の限界を3次元化で克服しようとする期待と、それ以上の次世代技術のキ
ーとして捉える見方が平行しているのである。
4．4．産業における半導体デバイス技術
新しいメモリ製造設備に多大な投資が必要なことは広く認議されている。図4－5には、
文献［4］より新しいメモリ製造施設の建設費の予測がなされているが、R＆Dまで含めれ
ば、これ以上の投資が必要なことは明らかである。このため、果たして世界でどれほどの
－45－
図4－5．新しいメモリ製造施設の建設費
（DRAM製造施設）
出典：米国技術評価局（1992）
－46－
企業が64量bit、256bitという将来技術に参入できるのか、資金調達の問題を開発リスクま
で含めて考えると、今後半導体技術がどのような開発形態になるのかは大変興味深い問題
となっている。これは今回の報告では直接は触れないが、以上を振り返ると間接的にいく
つかの知見を拾うことができる。
第1に、半導体デバイス技術の裾野は、きわめて広いという点である。単に微細加工の
みならず、ultra cleanな水や空気、一貫した製造装置が要求される。これらは、わが国
の製造業の眉の厚さを考えると、日本の有利な点の一つと思われる。
第2に、技術の限界を乗り越える様々な改良が不断に続いてきたと同時に、常にその限
界に対する次世代技術が平行して走っており、しかも「微細加工」という視点で互いに補
完しあっているように見える点である。度々述べたように、光学系リソグラフィ技術は半
導体デバイスの量産化のための基幹技術であったが、同時にその技術的困難さや物理的限
界が古くから意識されており、その度に電子ビーム青光やⅩ線露光が代替案としていっ出
るか、いっ出るかとささやかれつづけた。これは、1985年次、1990年次の電子工業振興協
会技術予測等をはじめ様々な技術予測報告書で見ることができる。
しかし、実糜には予測された困難さは結局は従来技術の改良で切り抜けられてきた。と
同時に、電子ビーム露光やⅩ線甫光技術の研究が低下したわけではなく、逆に先に述べた
よう電子ビーム一括産光のような次世代の量産化技術が実現しつつある。すなわち、技術
が本当の意味で物理的限界に達した場合の代替策がすでに意議されているのである。しか
も、その先の量子効果デバイスの研究も盛んであり、すでに通信用素子としてはHEMT
で実用化に達している［11］。これは、核融合や増殖炉に代表されるエネルギー技術のよう
に「次世代」と唄われていた技術がなかなか実現しない間に、次第に研究そのもののポテ
ンシャルが低下した状況ときわめて対願的である。
以上、半導体デバイスの技術動向を簡単に見た。このように、現状技術と次世代技術が
同一企業内で平行して走りつづけ、互いに補完しあっているようにみえることは、基幹技
術として誠に興味深いものがあり、基本的には、まだ当分はこの状況は続くものと考えら
れる。
しかし、微細加工技術は半導体技術の必要条件ではあるが、十分条件ではないことに気
を付けておく必要がある。ここまでに述べた素子は基本的にDRA意という簡単な構成の素子
をどれだけ多く一つの基盤に組み込めるかという、言わば数の論理であった。しかし、電
子デバイスには記憶素子の他に論理素子（ロジック）、センサ、入出力デバイス、その他
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の機能デバイス等様々なものがある。わが国の半導体産業は、とりわけ記憶素子やディス
プレイデバイスに強く、論理素子で米国に遅れを取っていることは周知である。事実、19
92年度、半導体部門で80Ⅹ86CPUを武器としたインテルの売り上げはNECを抜き
首位に立った。インテル自身は、ここまでに上げたような微細加工技術の発展推移の中に
顔を出すわけではない。しかし、CPUという大規模システムのアーキテクチュア設計が
鍵を握る素子では、必ずしも微細加工技術でトップを走る必要はない。極端な場合は、設
計だけを行い、生産は他企業に委託しても利益を上げることができる。（もちろん、その
ような行き方は短期的に利益を上げられても、長期的にその位置を保てるかは別問題であ
る）スケールメリットを一筋に追求しつづけてきた半導体メモリも、近年ではその収益性
にややかげりが見えはじめたと言われている。技術の広い裾野が巨額のR＆D投資を要求
し、一方で激しい企業間の競争は直ちに製品価格を下げていく。従来は、記憶素子の価格
低下（図4－1）がそれ以上の市場を開拓したが、その趨勢が今後も続くか否かは、技術
開発全体に影響する問題となったと言えよう。
（参考文献）
［1］小川「プロセス・加工技術」（F電気学会雑誌』†01．112，Ⅳ0．1，1992）
［2］日本電子工業振興協会F電子工業の長期展望』1990年3月
［3］篠崎「デバイス構造設計技術」（F電気学会雑誌j Vol．112，期0．1，1992）
［4］未来工学研究所報告書「微細化技術（その1）」（米国技術評価局レポートUSAO2－22
－92／1，1992）
［5］大兄「半導体製造システムの先端技術動向」（F電気学会雑誌j Vol．112，Ⅳ0．1，1992）
［6］新田「装置技術」（F電気学会雑誌j†01．112，No．1，1992）
［ア］堀内「評価・解析・検査技術」（F電気学会雑誌j Vol．112，No．1，1992）
［8］蒲生「量子効果細線構造の作成技術」（F電子情報通信学会誌j Vol．72，ガ0．12，1989）
［9］日本電子技術振興協会F多層集積技術動向に関する調査研究報告書目9ト基－20、
平成3年3月
［10］日本電子技術振興協会F多層集積技術動向に関する調査研究報告書IIj92一基－19、
平成4年3月
［11］伊東「量子ヘテロ構造FETの現状と将来」（F電子情報通信学会誌j Yol．72，
No．12，1989）
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5．総括
本研究で、我々は日本製造業の競争力源泉として広義の素材産業における技術開発力を
取り上げ、その現状と課題を分析してきた。
鉄鋼、セメントを事例として検討した在来型素材産業については、その不断の技術的な
改良改善が高品質素材の安定価格での供給を可能にし、製造業全体の競争力を支えてきた
ことが明らかになった。しかし、同時にこれらの業種では、世界最高水準を誇るエネルギ
ー消費効率がいまや技術的な限界を迎えており、また高付加価値製品の低収益性が研究開
発への利益再投資を抑制する危険性を学んでいる。
半導体産業では、在来技術の改良と同時に、常にその技術の限界を乗り越える次世代技
術の開発が平行して進められており、しかも改良と開発とが「微細加工」という視点で互
いに補完しあってきたことから、当面、技術限界を迎える危険性は回避されている。しか
し半導体産業においても、その幅広い要素技術分野が巨額の研究開発投資を要求する一方、
激烈なシェア競争が絶えず製品価格を低下させているため、従来のスケールメリットの追
及による収益性にかげりが見え始めている点が指摘された。特定の技術課題に複数企業が
殺到し、開発の過当競争をもたらしてきた慣行が、研究開発投資の収益率の低下に帰結し
ているのである。また、半導体分野では製品市場が需要飽和に達したことから、研究開発
投資が抑制されているという見方もある。
過当競争は素材技術の不断の改良と開発を促す一方で、その技術的成果の市場価格を低
減させてきた。言い換えれば日本製造業は、財・サービスの価格を左右する本位機能を有
する素材技術自体の価格を抑えることを代償として、その持続的な国際競争力を維持して
きたのである。しかし、コスト低減に対応してきた技術改良が限界に達し、スケールメリ
ットの追及が需要飽和に直面しつつある現在、なお素材技術の低価格・低収益性が続けば、
やがて競争力の源泉そのものを枯渇させることになろう。
折しも、第一次石油ショック以降最悪と称される最近の景気後退の中で、企業は深刻な
収益環境の悪化に直面し、92年度中に相次いで設備投資計画の見直しを行った。この結果、
大手半導体メーカーの中でも、研究開発費の大幅削減を決定した企業が少なくない。
企業内における研究開発投資の低収益性に対処するためには、新技術のもたらす収益を
必ずしもマクロ経済に還元してしまうことなく、産業内部に制度的にストックし、将来の
技術限界を乗り越える次世代技術の共同開発のために活用していくシステムが必要になる
ものと考えられる。そのあり得べきシステムに関する検討は、また別の研究課題である。
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付注：本報告書の執筆分担は下記の通りである。
第1章　　菊池純一　永田晃也
第2章　　永田晃也
第3章　　菊池純一
第4章　　森　俊介
第5章　　永田晃也
なお本研究を進めるに当り、東京大学・人工物工学研究センターの馬場靖意助教授
（元・科学技術政策研究所　第1研究グループ主任研究官）より助言を頂いた。
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